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１【中間連結財務諸表】 
(1)【中間連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前中間連結会計期間末 
(平成20年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成21年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部    

現金預け金 ※7  36,192 ※7  38,858 ※7  43,514

コールローン及び買入手形 4,329 18,568 28,323

買入金銭債権 7,080 6,509 6,138

商品有価証券 677 611 512

有価証券 ※7, ※13  441,828 ※7, ※13  492,833 ※7, ※13  467,716

貸出金
※1, ※2, ※3, ※4, ※5, 

※6, ※8  2,237,650
※1, ※2, ※3, ※4, ※5, 

※6, ※8  2,238,709 
※1, ※2, ※3, ※4, ※5, 

※6, ※8  2,246,432

外国為替 ※5  5,496 ※5  5,442 ※5  5,564

リース債権及びリース投資資産 6,166 7,237 6,855

その他資産 ※7  34,533 ※7  30,902 ※7  30,535

有形固定資産 ※9  35,563 ※9  34,691 ※9, ※10  35,038

無形固定資産 3,571 4,080 3,755

繰延税金資産 17,147 16,264 19,153

支払承諾見返 19,689 17,919 18,103

貸倒引当金 △37,582 △37,038 △38,726

資産の部合計 2,812,343 2,875,590 2,872,916

負債の部    

預金 ※7  2,581,841 ※7  2,662,069 ※7  2,618,360

譲渡性預金 7,564 7,345 2,706

コールマネー及び売渡手形 － － ※7  1,000

債券貸借取引受入担保金 ※7  4,933 － ※7  16,096

借用金 ※11  57,662 ※11  54,361 ※11  57,594

外国為替 176 142 105

社債 ※12  5,000 ※12  5,000 ※12  5,000

その他負債 ※7  35,373 30,082 59,784

賞与引当金 1,044 797 790

退職給付引当金 3,730 3,845 3,842

役員退職慰労引当金 251 182 234

睡眠預金払戻損失引当金 606 657 576

支払承諾 19,689 17,919 18,103

負債の部合計 2,717,873 2,782,401 2,784,195

純資産の部    

資本金 27,484 27,484 27,484

資本剰余金 49,483 49,483 49,483

利益剰余金 16,512 13,067 11,704

自己株式 △118 △122 △121

株主資本合計 93,361 89,913 88,551

その他有価証券評価差額金 552 2,600 △512

繰延ヘッジ損益 △85 131 69

評価・換算差額等合計 466 2,731 △442

少数株主持分 642 544 613

純資産の部合計 94,470 93,188 88,721

負債及び純資産の部合計 2,812,343 2,875,590 2,872,916

─ 25 ─

















































































３【中間財務諸表】 
(1)【中間貸借対照表】 

(単位：百万円)

前中間会計期間末 
(平成20年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成21年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成21年３月31日) 

資産の部    

現金預け金 ※8  36,183 ※8  38,845 ※8  43,503

コールローン 4,329 18,568 28,323

商品有価証券 677 611 512

有価証券 ※1, ※8, ※14  445,059 ※1, ※8, ※14  496,338 ※1, ※8, ※14  471,184

貸出金
※2, ※3, ※4, ※5, ※6, 

※7, ※9  2,240,765
※2, ※3, ※4, ※5, ※6, 

※7, ※9  2,243,361 
※2, ※3, ※4, ※5, ※6, 

※7, ※9  2,249,888

外国為替 ※6  5,496 ※6  5,442 ※6  5,564

その他資産 ※8  25,399 ※8  21,531 ※8  21,491

有形固定資産 ※10  35,458 ※10  34,594 ※10, ※11  34,936

無形固定資産 3,705 4,143 3,835

繰延税金資産 16,074 15,369 18,253

支払承諾見返 19,107 17,429 17,570

貸倒引当金 △34,284 △33,850 △35,664

資産の部合計 2,797,973 2,862,386 2,859,400

負債の部    

預金 ※8  2,584,293 ※8  2,664,896 ※8  2,621,453

譲渡性預金 7,564 7,345 2,706

コールマネー － － ※8  1,000

債券貸借取引受入担保金 ※8  4,933 － ※8  16,096

借用金 ※12  57,662 ※12  54,361 ※12  57,594

外国為替 176 142 105

社債 ※13  5,000 ※13  5,000 ※13  5,000

その他負債 20,449 16,155 45,452

未払法人税等 205 1,839 122

リース債務 399 206 276

その他の負債 19,843 14,109 45,053

賞与引当金 922 683 666

退職給付引当金 3,667 3,762 3,769

役員退職慰労引当金 231 151 208

睡眠預金払戻損失引当金 606 657 576

支払承諾 19,107 17,429 17,570

負債の部合計 2,704,613 2,770,584 2,772,199

純資産の部    

資本金 27,484 27,484 27,484

資本剰余金 49,483 49,483 49,483

資本準備金 27,430 27,430 27,430

その他資本剰余金 22,053 22,053 22,053

利益剰余金 16,076 12,234 10,799

利益準備金 53 53 53

その他利益剰余金 16,022 12,181 10,745

別途積立金 2,325 2,325 2,325

繰越利益剰余金 13,697 9,856 8,420

自己株式 △118 △122 △121

株主資本合計 92,925 89,080 87,645

その他有価証券評価差額金 521 2,589 △514

繰延ヘッジ損益 △85 131 69

評価・換算差額等合計 435 2,720 △445

純資産の部合計 93,360 91,801 87,200

負債及び純資産の部合計 2,797,973 2,862,386 2,859,400

─ 65 ─











































 

  

平成20年11月26日

株式会社みなと銀行 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社みなと銀行の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の中間

連結会計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結

貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書

について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社みなと銀行及び連結子会社の平成20年９月30日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する中間連結会計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

独立監査人の中間監査報告書

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  中  谷  紀  之  ㊞

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  常  本  良  治  ㊞

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  河  崎  雄  亮  ㊞

※１ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行(四半期報告書提出

会社)が別途保管しております。 

 ２ 中間連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 



 

  

平成21年11月25日

株式会社みなと銀行 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社みなと銀行の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の中間

連結会計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結

貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書

について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、株式会社みなと銀行及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する中間連結会計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

独立監査人の中間監査報告書

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  常  本  良  治  ㊞

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  河  崎  雄  亮  ㊞

※１ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行(四半期報告書提出

会社)が別途保管しております。 

 ２ 中間連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 



 

  

平成20年11月26日

株式会社みなと銀行 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社みなと銀行の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第10期事業年度の中

間会計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照

表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社みなと銀行の平成20年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会

計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

独立監査人の中間監査報告書

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  中  谷  紀  之  ㊞

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  常  本  良  治  ㊞

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  河  崎  雄  亮  ㊞

※１ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行(四半期報告書提出

会社)が別途保管しております。 

 ２ 中間財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 



 

  

平成21年11月25日

株式会社みなと銀行 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社みなと銀行の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第11期事業年度の中

間会計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照

表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社みなと銀行の平成21年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会

計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

独立監査人の中間監査報告書

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  常  本  良  治  ㊞

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  河  崎  雄  亮  ㊞

※１ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行(四半期報告書提出

会社)が別途保管しております。 

 ２ 中間財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 



   

【表紙】  

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成21年11月26日 

【会社名】 株式会社みなと銀行 

【英訳名】 ＴＨＥ ＭＩＮＡＴＯ ＢＡＮＫ，ＬＴＤ． 

【代表者の役職氏名】 取締役頭取  籔 本 信 裕 

【最高財務責任者の役職氏名】 ─ 

【本店の所在の場所】 神戸市中央区三宮町２丁目１番１号 

【縦覧に供する場所】 株式会社みなと銀行大阪支店 

  (大阪市中央区瓦町４丁目２番14号 瓦町ビル６階) 

※株式会社みなと銀行東京支店 

  (東京都中央区日本橋室町４丁目５番１号) 

 株式会社大阪証券取引所 

  (大阪市中央区北浜一丁目８番16号) 

 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

(注) ※印は金融商品取引法の規定による縦覧に供する場所ではありませんが、投資家の縦覧の便宜のため縦覧

に供する場所としております。 

 



当行取締役頭取籔本信裕は、当行の第11期第２四半期(自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日)

の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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